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農業農村整備事業等事後評価地区別結果書 

 
 

局    名 東海農政局 

 

都道府県名 愛知県 関係市町村名 江南市
こ う な ん し

、丹羽郡
に わ ぐ ん

扶桑町
ふそうちょう

 

事 業 名 
農業競争力強化基盤整備事業 

（水利施設等保全高度化事業） 
地  区  名 般若

はんにゃ

２期
２ き

 

事業主体名 愛知県 事業完了年度 平成 28 年度 

〔事業内容〕 

事業目的： 

 

 

本地区は、愛知県北部の江南市及び丹羽郡扶桑町にまたがり、一級河川木曽川の

左岸側に広がる都市近郊の平坦な畑地帯であり、だいこん、ごぼう、かんしょ等を

組み合わせた営農が展開されている。 

本地区の農地や水路等の農業生産基盤については、昭和 30 年から昭和 40 年頃に

かけて県営事業や団体営事業により整備されたものであり、幹線排水路については

整備後 40 年以上経過しており、老朽化等による水路の破損や中だるみなどによる機

能低下等が著しいため、豪雨時には農作物や農地、農業用施設等に湛水被害が発生

していた。 

 このため、幹線排水路を改修し、施設機能を回復することにより、農業経営の安

定及び地域住民の生活の安全・安心に資するものである。 

 

受益面積： 136ha 

受益者数： 1,009 人 

主要工事： 排水路 2.8km 

総事業費： 1,134 百万円 

工  期： 平成 22 年度～平成 28 年度 

関連事業： なし 

〔項 目〕 

１ 社会経済情勢の変化 

（１）社会情勢の変化 

   本地域の総人口について、平成 22 年と令和２年を比較すると１％減少しているが、愛知県

全体では２％増加しており、比較すると３ポイント低い状況となっている。 

 

   【人口、世帯数】 

区分 
関係市町 愛知県 

平成 22 年 令和２年 増減率 増減率 

総人口 133,288  人 132,388  人 △ 1 ％ 2 ％ 

総世帯数 47,929 世帯 52,146 世帯 9 ％ 10 ％ 

   （出典：国勢調査） 

 

   産業別就業人口について、第１次産業の割合は平成 22 年と令和２年を比較すると１％と変動

はないが、愛知県全体の２％と比べると１ポイント低い状況となっている。 
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     【産業別就業人口】 

区分 

関係市町 愛知県 

平成 22 年 令和２年 平成 22年 令和２年 

 割合  割合 割合 割合 

第１次産業 681 人 1 ％ 601 人 1 ％ 2 ％ 2 ％ 

第２次産業 21,188 人 35 ％ 21,733 人 33 ％ 34 ％ 32 ％ 

第３次産業 39,258 人 64 ％ 43,952 人 66 ％ 64 ％ 66 ％ 

   （出典：国勢調査） 

 

（２）地域農業の動向 

   平成 22 年と令和２年を比較すると、耕地面積については 15％、農家戸数は 24％、農業就業

人口は 19％、65 歳以上の農業就業人口は 33％、認定農業者数は 40％とそれぞれ減少している。 

   一方、64 歳以下の農業就業人口は 12％、農家１戸当たりの経営面積は 11％増加している。 

 

区分 
関係市町 

平成 22 年 令和２年 増減率 

耕地面積 995 ha 842 ha △ 15 ％ 

農家戸数 1,592 戸 1,205 戸 △ 24 ％ 

農業就業人口 488 人 394 人 △ 19 ％ 

 うち 65 歳以上 341 人 229 人 △ 33 ％ 

 うち 64 歳以下 147 人 165 人   12 ％ 

戸当たり経営面積 0.63 ha/戸 0.70 ha/戸 11 ％ 

認定農業者数 50 経営体 30 経営体 △ 40 ％ 

 注）農業就業人口の平成 22 年は販売農家、令和２年は農業経営体のデータ 

（出典：農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は愛知県調べ） 

 

 

２ 事業により整備された施設の管理状況 

  本事業により整備された排水路は、江南市及び扶桑町において施設の維持・補修・管理が適切

に行われており、江南市は草刈り（年２回程度）・泥上げ（年１回程度）等が実施され、扶桑町

は草刈り及び泥上げ（年１回程度）が実施されている。 

 

 

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

（１）農作物の生産量の変化 

   水稲については、排水路の改修により排水条件が改善されたため、水田の畑利用などによる、

ごぼうの作付けが増加したことから、計画を下回る作付けとなっている。 

だいこん、かんしょ、さといもの作付面積、生産量は現況と計画に対して微減となっている

が、生産額については作物の単価の上昇により計画を上回る値となっている。 

 

  【作付面積】                         （単位：ha） 

区分 

事業計画（平成 21 年） 
評価時点 

（令和３年） 現況 

（平成 21 年） 
計画 

水稲 18 18 15 

だいこん 29 29 26 
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ごぼう 27 27 37 

かんしょ 24 24 22 

はくさい 21 21 20 

さといも 17 17 16 

  （出典：事業計画書（最終計画）、愛知県調べ） 

 

  【生産量】                         （単位：ｔ） 

区分 

事業計画（平成 21 年） 
評価時点 

（令和３年） 現況 

（平成 21 年） 
計画 

水稲 81 81 67 

だいこん 1,194 1,194 1,060 

ごぼう 304 304 393 

かんしょ 448 448 411 

はくさい 993 993 949 

さといも 247 247 231 

（出典：事業計画書（最終計画）、愛知県調べ） 

   

  【生産額】                        （単位：百万円） 

区分 

事業計画（平成 21 年） 
評価時点 

（令和３年） 現況 

（平成 21 年） 
計画 

水稲 19 19 15 

だいこん 63 63 76 

ごぼう 57 57 81 

かんしょ 85 85 98 

はくさい 52 52 45 

さといも 42 42 77 

（出典：事業計画書（最終計画）、愛知県調べ） 

 

 

（２）施設整備による災害防止 

   事業完了後の平成 29 年に、計画基準雨量（最大３日連続降雨量 255 ㎜）と同程度の雨量（最

大３日連続降雨量 242 ㎜）が観測されたが、幹線排水路を改修したことにより農地や農業用施

設に湛水被害は発生しなかった。 

 

 

４ 事業効果の発現状況 

（１）事業の目的に関する事項 

① 農業生産性の向上 

本事業の実施により排水条件が回復したが、水稲、だいこん、ごぼう、さといもの単収は

計画を下回る値となっている。 

また、はくさいは計画を上回る値となっている。 
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  【単収】                         （単位：kg/10a） 

区分 

事業計画（平成 21 年） 
評価時点 

（令和３年） 現況 

（平成 21 年） 
計画 

水稲 458 458 447 

だいこん 4,116 4,116 4,079 

ごぼう 1,127 1,127 1,063 

かんしょ 1,868 1,868 1,868 

はくさい 4,728 4,728 4,746 

さといも 1,450 1,450 1,446 

（出典：事業計画書（最終計画）、愛知県調べ） 

 

② 維持管理費の節減 

        排水路の改修により老朽化による補修作業等が抑えられ、平成 21 年の 2,290 千円と令和２

年の 1,530 千円を比べると維持管理費が 760 千円節減されている。 

 

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認 

  ① 担い手への農地の集積・集約化 

    平成 21 年と令和３年を比較すると、認定農業者数は減少したが、担い手への集積面積は

増加し、経営規模も拡大するなど、本事業の実施により農業経営の安定に寄与している。 

 

【担い手の育成状況】                （単位：経営体、法人） 

区分 

事業計画（平成 21 年） 
評価時点 

（令和３年） 現況 

（平成 21 年） 
計画 

認定農業者数 11  11  10  

農地所有適格法人等 ２  ２  ２  

（出典：事業計画書（最終計画）、愛知県聞き取り） 

 

【担い手の農地集積】                   （単位：ha、％） 

区分 

事業計画（平成 21 年） 
評価時点 

（令和３年） 現況 

（平成 21 年） 
計画 

農地集積面積 17.9 ha  17.9 ha  18.1 ha  

農地集積率 13.2 ％  13.2 ％  13.9 ％  

認定農業者１人 

当たり経営面積 
1.6 ha  1.6 ha  1.8 ha  

（出典：事業計画書（最終計画）、愛知県聞き取り） 

 

  ② 老朽化や災害リスクに対応した農業水利施設の戦略的な保全管理と機能強化 

    排水路の改修により降雨時の湛水被害の防止が図られ、農業経営の安定に寄与している。 

 

  ③ ６次産業化の取組と雇用の創出 

本地区内の農地所有適格法人「有限会社ゴトーアグリ」では、だいこん、にんじん等が

生産されており、全体の４割を加工用として地域の給食センターや漬物製造業者等に販売

している。   

また、当該法人の作物生産に係る雇用が 41 名（常勤６名、パート 35 名）創出されてお

り、地域農業の持続的発展に寄与している。 
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（３）事業による波及的効果等 

① 安全・安心な地域の形成 

    事業完了後、計画基準雨量を超える雨量は観測されていないが、基準雨量に近い豪雨の

際にも家屋や公共施設等への浸水被害は発生しておらず、本事業による効果が十分に発現

し、安全・安心な地域づくりに貢献している。 

 

② 地域農業の理解向上に向けた取組 

    「有限会社ゴトーアグリ」では、これまでに地域の遊休農地を毎年１ha 以上積極的に借り

うけるなどの地域貢献を行っている。 

また、５年に 1 人、生産管理を担う人材が増やせるように農業者としての育成を行い、こ

れらの取組が地域農業に寄与している。 

 

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果 

      総便益 9,314 百万円 

      総費用 7,855 百万円 

      総費用総便益比 1.18 

   （注）総費用総便益比方式により算定。 

 

 

５ 事業実施による環境の変化 

（１）生活環境 

   本事業により排水路が整備されたことから、地区内の農地や宅地、公共用施設等の湛水被害

が軽減され、地域住民の降雨に対する安心感が高まっている。 

   また、本事業により排水路に転落防止柵等の安全施設が整備されたことから、都市化が進展

した本地域において、安全性が向上した。 

 

（２）自然環境 

   本事業では、事業実施中、極力、濁水を下流へ流さないように沈砂池を設けるなどの濁水対

策を行っており、自然環境への影響を抑えることができた。 

   また、低振動、低騒音の作業機械を使用する等、周辺環境に配慮した施工が行われていた。 

 

６ 今後の課題等 

  本地区は露地野菜を主体とした都市近郊の農業地帯であるが、一方で、本事業により整備した

施設は、農地、農業用施設以外に宅地及び公共用施設等を湛水被害から守る施設として重要性が

高まっている。よって、今後も施設の排水機能を維持するため、適切に管理を行う必要がある。 

  

事後評価結果 
 本事業の実施により排水路が整備され、地区内の農地における排水条件が回復

し、併せて宅地及び公共用施設等の湛水被害が未然に防止されており、農業経営

の安定と地域の安全・安心に寄与している。 

 今後も施設の排水機能を維持するため、適切に管理を行う必要がある。 

  

 

第三者の意見 
地区に関する意見及び事業に関する意見を簡潔に整理する。 
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１．総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

総費用（現在価値化）

当該事業による費用

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

評価期間（当該事業の工事期間＋40年）

総便益額（現在価値化）

総費用総便益比

（２）総費用の総括 （単位：千円）

当 該 関 連 評価期間 評価期間 総費用

事 業 費 事 業 費 における 終了時点の

予防保全費 資産価額 ⑥＝

・再整備費 ①＋②＋③
② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

1,830,576 - 263,732 304,804 1,789,504

1,830,576 - 263,732 304,804 1,789,504

- - 413,518 362,894 2,368,174

- - - 12,724 3,697,404

- - 413,518 375,618 6,065,578

1,830,576 - 677,250 680,422 7,855,082

数　値

般若２期地区の事業の効用に関する説明資料

算定式

①＝②＋③ 7,855,082

区　　　　　　　分

⑥＝⑤÷①

6,024,506

47年

9,313,632

1.18

② 1,830,576

③

④

⑤

区
分

施設名 事 業 着 工

時 点 の

（又は工種）

資 産 価 額

①

当
該
事
業

排水路 -

小　計 -

合　計 6,027,678

そ
の
他

県営湛水防除事業 2,317,550

県営畑地総合整備事業 3,710,128

小　計 6,027,678
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（３）年総効果額の総括
（単位：千円）

区分

効果項目

食料の安定供給に関する効果

作物生産効果

維持管理費節減効果

農業の持続的発展に関する効果

災害防止効果（農業関係資産）

農村の振興に関する効果

災害防止効果（一般資産）

多面的機能の発揮に関する効果

災害防止効果（公共資産）

その他の効果

国産農産物安定供給効果

合　　　計 265,816

効果の要因

5,289
排水路の整備により農業生産性の向上や営
農条件等の改善が図られ、国産農産物の安
定供給に寄与する効果

3,613
排水路の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での災害による公共資産に係る
被害額が軽減する効果

168,226
排水路の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での災害による農業関係資産に
係る被害額が軽減する効果

43,768
排水路の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での災害による一般資産に係る
被害額が軽減する効果

△ 410
排水路の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での施設の維持管理費が増減す
る効果

年 総 効 果

（ 便 益 ） 額

45,330
排水路の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での作物生産量が増減する効果
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（４） 総便益額算出表
  

更新分に
係る効果

年効果額 年効果額 年効果額

(t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

① ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥/①

1 H22 0.6246 -12 45,330 - - - 45,330 72,574
2 H23 0.6496 -11 45,330 - - - 45,330 69,781
3 H24 0.6756 -10 45,330 - - - 45,330 67,096
4 H25 0.7026 -9 45,330 - - - 45,330 64,518
5 H26 0.7307 -8 45,330 - - - 45,330 62,036
6 H27 0.7599 -7 45,330 - - - 45,330 59,653
7 H28 0.7903 -6 45,330 - - - 45,330 57,358
8 H29 0.8219 -5 45,330 - - - 45,330 55,153
9 H30 0.8548 -4 45,330 - - - 45,330 53,030

10 R1 0.8890 -3 45,330 - - - 45,330 50,990
11 R2 0.9246 -2 45,330 - - - 45,330 49,027
12 R3 0.9615 -1 45,330 - - - 45,330 47,145
13 R4 1.0000 0 45,330 - - - 45,330 45,330
14 R5 1.0400 1 45,330 - - - 45,330 43,587
15 R6 1.0816 2 45,330 - - - 45,330 41,910
16 R7 1.1249 3 45,330 - - - 45,330 40,297
17 R8 1.1699 4 45,330 - - - 45,330 38,747
18 R9 1.2167 5 45,330 - - - 45,330 37,257
19 R10 1.2653 6 45,330 - - - 45,330 35,825
20 R11 1.3159 7 45,330 - - - 45,330 34,448
21 R12 1.3686 8 45,330 - - - 45,330 33,121
22 R13 1.4233 9 45,330 - - - 45,330 31,849
23 R14 1.4802 10 45,330 - - - 45,330 30,624
24 R15 1.5395 11 45,330 - - - 45,330 29,445
25 R16 1.6010 12 45,330 - - - 45,330 28,314
26 R17 1.6651 13 45,330 - - - 45,330 27,224
27 R18 1.7317 14 45,330 - - - 45,330 26,177
28 R19 1.8009 15 45,330 - - - 45,330 25,171
29 R20 1.8730 16 45,330 - - - 45,330 24,202
30 R21 1.9479 17 45,330 - - - 45,330 23,271
31 R22 2.0258 18 45,330 - - - 45,330 22,376
32 R23 2.1068 19 45,330 - - - 45,330 21,516
33 R24 2.1911 20 45,330 - - - 45,330 20,688
34 R25 2.2788 21 45,330 - - - 45,330 19,892
35 R26 2.3699 22 45,330 - - - 45,330 19,127
36 R27 2.4647 23 45,330 - - - 45,330 18,392
37 R28 2.5633 24 45,330 - - - 45,330 17,684
38 R29 2.6658 25 45,330 - - - 45,330 17,004
39 R30 2.7725 26 45,330 - - - 45,330 16,350
40 R31 2.8834 27 45,330 - - - 45,330 15,721
41 R32 2.9987 28 45,330 - - - 45,330 15,117
42 R33 3.1187 29 45,330 - - - 45,330 14,535
43 R34 3.2434 30 45,330 - - - 45,330 13,976
44 R35 3.3731 31 45,330 - - - 45,330 13,439
45 R36 3.5081 32 45,330 - - - 45,330 12,922
46 R37 3.6484 33 45,330 - - - 45,330 12,425
47 R38 3.7943 34 45,330 - - - 45,330 11,947

1,588,268

※経過年は評価年からの年数

合計（総便益額）

効果発
生割合

年発生
効果額

同　左
割引後

評
価
期
間

年
度

割引率
(１＋割引

率)t

経
過
年

作物生産効果

新設及び機能向上分
に係る効果

計

- 11 -



（４） 総便益額算出表
  

(t)

①

1 H22 0.6246 -12
2 H23 0.6496 -11
3 H24 0.6756 -10
4 H25 0.7026 -9
5 H26 0.7307 -8
6 H27 0.7599 -7
7 H28 0.7903 -6
8 H29 0.8219 -5
9 H30 0.8548 -4

10 R1 0.8890 -3
11 R2 0.9246 -2
12 R3 0.9615 -1
13 R4 1.0000 0
14 R5 1.0400 1
15 R6 1.0816 2
16 R7 1.1249 3
17 R8 1.1699 4
18 R9 1.2167 5
19 R10 1.2653 6
20 R11 1.3159 7
21 R12 1.3686 8
22 R13 1.4233 9
23 R14 1.4802 10
24 R15 1.5395 11
25 R16 1.6010 12
26 R17 1.6651 13
27 R18 1.7317 14
28 R19 1.8009 15
29 R20 1.8730 16
30 R21 1.9479 17
31 R22 2.0258 18
32 R23 2.1068 19
33 R24 2.1911 20
34 R25 2.2788 21
35 R26 2.3699 22
36 R27 2.4647 23
37 R28 2.5633 24
38 R29 2.6658 25
39 R30 2.7725 26
40 R31 2.8834 27
41 R32 2.9987 28
42 R33 3.1187 29
43 R34 3.2434 30
44 R35 3.3731 31
45 R36 3.5081 32
46 R37 3.6484 33
47 R38 3.7943 34

※経過年は評価年からの年数

合計（総便益額）

評
価
期
間

年
度

割引率
(１＋割引

率)t

経
過
年

更新分に
係る効果

年効果額 年効果額 年効果額

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥/①

△ 410 - - - △ 410 △ 656
△ 410 - - - △ 410 △ 631
△ 410 - - - △ 410 △ 607
△ 410 - - - △ 410 △ 584
△ 410 - - - △ 410 △ 561
△ 410 - - - △ 410 △ 540
△ 410 - - - △ 410 △ 519
△ 410 - - - △ 410 △ 499
△ 410 - - - △ 410 △ 480
△ 410 - - - △ 410 △ 461
△ 410 - - - △ 410 △ 443
△ 410 - - - △ 410 △ 426
△ 410 - - - △ 410 △ 410
△ 410 - - - △ 410 △ 394
△ 410 - - - △ 410 △ 379
△ 410 - - - △ 410 △ 364
△ 410 - - - △ 410 △ 350
△ 410 - - - △ 410 △ 337
△ 410 - - - △ 410 △ 324
△ 410 - - - △ 410 △ 312
△ 410 - - - △ 410 △ 300
△ 410 - - - △ 410 △ 288
△ 410 - - - △ 410 △ 277
△ 410 - - - △ 410 △ 266
△ 410 - - - △ 410 △ 256
△ 410 - - - △ 410 △ 246
△ 410 - - - △ 410 △ 237
△ 410 - - - △ 410 △ 228
△ 410 - - - △ 410 △ 219
△ 410 - - - △ 410 △ 210
△ 410 - - - △ 410 △ 202
△ 410 - - - △ 410 △ 195
△ 410 - - - △ 410 △ 187
△ 410 - - - △ 410 △ 180
△ 410 - - - △ 410 △ 173
△ 410 - - - △ 410 △ 166
△ 410 - - - △ 410 △ 160
△ 410 - - - △ 410 △ 154
△ 410 - - - △ 410 △ 148
△ 410 - - - △ 410 △ 142
△ 410 - - - △ 410 △ 137
△ 410 - - - △ 410 △ 131
△ 410 - - - △ 410 △ 126
△ 410 - - - △ 410 △ 122
△ 410 - - - △ 410 △ 117
△ 410 - - - △ 410 △ 112
△ 410 - - - △ 410 △ 108

△ 14,366

年発生
効果額

同　左
割引後

効果発
生割合

維持管理費節減効果

新設及び機能向上分
に係る効果

計

- 12 -



（４） 総便益額算出表
  

(t)

①

1 H22 0.6246 -12
2 H23 0.6496 -11
3 H24 0.6756 -10
4 H25 0.7026 -9
5 H26 0.7307 -8
6 H27 0.7599 -7
7 H28 0.7903 -6
8 H29 0.8219 -5
9 H30 0.8548 -4

10 R1 0.8890 -3
11 R2 0.9246 -2
12 R3 0.9615 -1
13 R4 1.0000 0
14 R5 1.0400 1
15 R6 1.0816 2
16 R7 1.1249 3
17 R8 1.1699 4
18 R9 1.2167 5
19 R10 1.2653 6
20 R11 1.3159 7
21 R12 1.3686 8
22 R13 1.4233 9
23 R14 1.4802 10
24 R15 1.5395 11
25 R16 1.6010 12
26 R17 1.6651 13
27 R18 1.7317 14
28 R19 1.8009 15
29 R20 1.8730 16
30 R21 1.9479 17
31 R22 2.0258 18
32 R23 2.1068 19
33 R24 2.1911 20
34 R25 2.2788 21
35 R26 2.3699 22
36 R27 2.4647 23
37 R28 2.5633 24
38 R29 2.6658 25
39 R30 2.7725 26
40 R31 2.8834 27
41 R32 2.9987 28
42 R33 3.1187 29
43 R34 3.2434 30
44 R35 3.3731 31
45 R36 3.5081 32
46 R37 3.6484 33
47 R38 3.7943 34

※経過年は評価年からの年数

合計（総便益額）

評
価
期
間

年
度

割引率
(１＋割引

率)t

経
過
年

更新分に
係る効果

年効果額 年効果額 年効果額

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥/①

168,226 - - - 168,226 269,334
168,226 - - - 168,226 258,969
168,226 - - - 168,226 249,002
168,226 - - - 168,226 239,434
168,226 - - - 168,226 230,226
168,226 - - - 168,226 221,379
168,226 - - - 168,226 212,863
168,226 - - - 168,226 204,679
168,226 - - - 168,226 196,802
168,226 - - - 168,226 189,231
168,226 - - - 168,226 181,945
168,226 - - - 168,226 174,962
168,226 - - - 168,226 168,226
168,226 - - - 168,226 161,756
168,226 - - - 168,226 155,534
168,226 - - - 168,226 149,548
168,226 - - - 168,226 143,795
168,226 - - - 168,226 138,264
168,226 - - - 168,226 132,953
168,226 - - - 168,226 127,841
168,226 - - - 168,226 122,918
168,226 - - - 168,226 118,194
168,226 - - - 168,226 113,651
168,226 - - - 168,226 109,273
168,226 - - - 168,226 105,076
168,226 - - - 168,226 101,031
168,226 - - - 168,226 97,145
168,226 - - - 168,226 93,412
168,226 - - - 168,226 89,816
168,226 - - - 168,226 86,363
168,226 - - - 168,226 83,042
168,226 - - - 168,226 79,849
168,226 - - - 168,226 76,777
168,226 - - - 168,226 73,822
168,226 - - - 168,226 70,984
168,226 - - - 168,226 68,254
168,226 - - - 168,226 65,629
168,226 - - - 168,226 63,105
168,226 - - - 168,226 60,677
168,226 - - - 168,226 58,343
168,226 - - - 168,226 56,100
168,226 - - - 168,226 53,941
168,226 - - - 168,226 51,867
168,226 - - - 168,226 49,873
168,226 - - - 168,226 47,954
168,226 - - - 168,226 46,110
168,226 - - - 168,226 44,337

5,894,284

効果発
生割合

年発生
効果額

同　左
割引後

災害防止効果効果（農業関係資産）

新設及び機能向上分
に係る効果

計

- 13 -



（４） 総便益額算出表
  

(t)

①

1 H22 0.6246 -12
2 H23 0.6496 -11
3 H24 0.6756 -10
4 H25 0.7026 -9
5 H26 0.7307 -8
6 H27 0.7599 -7
7 H28 0.7903 -6
8 H29 0.8219 -5
9 H30 0.8548 -4

10 R1 0.8890 -3
11 R2 0.9246 -2
12 R3 0.9615 -1
13 R4 1.0000 0
14 R5 1.0400 1
15 R6 1.0816 2
16 R7 1.1249 3
17 R8 1.1699 4
18 R9 1.2167 5
19 R10 1.2653 6
20 R11 1.3159 7
21 R12 1.3686 8
22 R13 1.4233 9
23 R14 1.4802 10
24 R15 1.5395 11
25 R16 1.6010 12
26 R17 1.6651 13
27 R18 1.7317 14
28 R19 1.8009 15
29 R20 1.8730 16
30 R21 1.9479 17
31 R22 2.0258 18
32 R23 2.1068 19
33 R24 2.1911 20
34 R25 2.2788 21
35 R26 2.3699 22
36 R27 2.4647 23
37 R28 2.5633 24
38 R29 2.6658 25
39 R30 2.7725 26
40 R31 2.8834 27
41 R32 2.9987 28
42 R33 3.1187 29
43 R34 3.2434 30
44 R35 3.3731 31
45 R36 3.5081 32
46 R37 3.6484 33
47 R38 3.7943 34

※経過年は評価年からの年数

合計（総便益額）

評
価
期
間

年
度

割引率
(１＋割引

率)t

経
過
年

更新分に
係る効果

年効果額 年効果額 年効果額

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥/①

43,768 - - - 43,768 70,074
43,768 - - - 43,768 67,377
43,768 - - - 43,768 64,784
43,768 - - - 43,768 62,294
43,768 - - - 43,768 59,899
43,768 - - - 43,768 57,597
43,768 - - - 43,768 55,382
43,768 - - - 43,768 53,252
43,768 - - - 43,768 51,203
43,768 - - - 43,768 49,233
43,768 - - - 43,768 47,337
43,768 - - - 43,768 45,521
43,768 - - - 43,768 43,768
43,768 - - - 43,768 42,085
43,768 - - - 43,768 40,466
43,768 - - - 43,768 38,908
43,768 - - - 43,768 37,412
43,768 - - - 43,768 35,973
43,768 - - - 43,768 34,591
43,768 - - - 43,768 33,261
43,768 - - - 43,768 31,980
43,768 - - - 43,768 30,751
43,768 - - - 43,768 29,569
43,768 - - - 43,768 28,430
43,768 - - - 43,768 27,338
43,768 - - - 43,768 26,286
43,768 - - - 43,768 25,275
43,768 - - - 43,768 24,303
43,768 - - - 43,768 23,368
43,768 - - - 43,768 22,469
43,768 - - - 43,768 21,605
43,768 - - - 43,768 20,775
43,768 - - - 43,768 19,975
43,768 - - - 43,768 19,207
43,768 - - - 43,768 18,468
43,768 - - - 43,768 17,758
43,768 - - - 43,768 17,075
43,768 - - - 43,768 16,418
43,768 - - - 43,768 15,786
43,768 - - - 43,768 15,179
43,768 - - - 43,768 14,596
43,768 - - - 43,768 14,034
43,768 - - - 43,768 13,494
43,768 - - - 43,768 12,976
43,768 - - - 43,768 12,476
43,768 - - - 43,768 11,996
43,768 - - - 43,768 11,535

1,533,538

災害防止効果効果（一般資産）

新設及び機能向上分
に係る効果

計

効果発
生割合

年発生
効果額

同　左
割引後

- 14 -



（４） 総便益額算出表
  

(t)

①

1 H22 0.6246 -12
2 H23 0.6496 -11
3 H24 0.6756 -10
4 H25 0.7026 -9
5 H26 0.7307 -8
6 H27 0.7599 -7
7 H28 0.7903 -6
8 H29 0.8219 -5
9 H30 0.8548 -4

10 R1 0.8890 -3
11 R2 0.9246 -2
12 R3 0.9615 -1
13 R4 1.0000 0
14 R5 1.0400 1
15 R6 1.0816 2
16 R7 1.1249 3
17 R8 1.1699 4
18 R9 1.2167 5
19 R10 1.2653 6
20 R11 1.3159 7
21 R12 1.3686 8
22 R13 1.4233 9
23 R14 1.4802 10
24 R15 1.5395 11
25 R16 1.6010 12
26 R17 1.6651 13
27 R18 1.7317 14
28 R19 1.8009 15
29 R20 1.8730 16
30 R21 1.9479 17
31 R22 2.0258 18
32 R23 2.1068 19
33 R24 2.1911 20
34 R25 2.2788 21
35 R26 2.3699 22
36 R27 2.4647 23
37 R28 2.5633 24
38 R29 2.6658 25
39 R30 2.7725 26
40 R31 2.8834 27
41 R32 2.9987 28
42 R33 3.1187 29
43 R34 3.2434 30
44 R35 3.3731 31
45 R36 3.5081 32
46 R37 3.6484 33
47 R38 3.7943 34

※経過年は評価年からの年数

合計（総便益額）

評
価
期
間

年
度

割引率
(１＋割引

率)t

経
過
年

更新分に
係る効果

年効果額 年効果額 年効果額

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥/①

3,613 - - - 3,613 5,785
3,613 - - - 3,613 5,562
3,613 - - - 3,613 5,348
3,613 - - - 3,613 5,142
3,613 - - - 3,613 4,945
3,613 - - - 3,613 4,755
3,613 - - - 3,613 4,572
3,613 - - - 3,613 4,396
3,613 - - - 3,613 4,227
3,613 - - - 3,613 4,064
3,613 - - - 3,613 3,908
3,613 - - - 3,613 3,758
3,613 - - - 3,613 3,613
3,613 - - - 3,613 3,474
3,613 - - - 3,613 3,340
3,613 - - - 3,613 3,212
3,613 - - - 3,613 3,088
3,613 - - - 3,613 2,970
3,613 - - - 3,613 2,855
3,613 - - - 3,613 2,746
3,613 - - - 3,613 2,640
3,613 - - - 3,613 2,538
3,613 - - - 3,613 2,441
3,613 - - - 3,613 2,347
3,613 - - - 3,613 2,257
3,613 - - - 3,613 2,170
3,613 - - - 3,613 2,086
3,613 - - - 3,613 2,006
3,613 - - - 3,613 1,929
3,613 - - - 3,613 1,855
3,613 - - - 3,613 1,783
3,613 - - - 3,613 1,715
3,613 - - - 3,613 1,649
3,613 - - - 3,613 1,585
3,613 - - - 3,613 1,525
3,613 - - - 3,613 1,466
3,613 - - - 3,613 1,410
3,613 - - - 3,613 1,355
3,613 - - - 3,613 1,303
3,613 - - - 3,613 1,253
3,613 - - - 3,613 1,205
3,613 - - - 3,613 1,158
3,613 - - - 3,613 1,114
3,613 - - - 3,613 1,071
3,613 - - - 3,613 1,030
3,613 - - - 3,613 990
3,613 - - - 3,613 952

126,592

災害防止効果効果（公共資産）

新設及び機能向上分
に係る効果

計

効果発
生割合

年発生
効果額

同　左
割引後

- 15 -



（４） 総便益額算出表
  

更新分に
係る効果

年効果額 年効果額 年効果額

(t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円） (千円)

① ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥/①

1 H22 0.6246 -12 5,289 - - - 5,289 8,468 425,578 着工
2 H23 0.6496 -11 5,289 - - - 5,289 8,142 409,200
3 H24 0.6756 -10 5,289 - - - 5,289 7,829 393,452
4 H25 0.7026 -9 5,289 - - - 5,289 7,528 378,332
5 H26 0.7307 -8 5,289 - - - 5,289 7,238 363,783
6 H27 0.7599 -7 5,289 - - - 5,289 6,960 349,804
7 H28 0.7903 -6 5,289 - - - 5,289 6,692 336,348 工事完了
8 H29 0.8219 -5 5,289 - - - 5,289 6,435 323,416 完了公告
9 H30 0.8548 -4 5,289 - - - 5,289 6,187 310,969

10 R1 0.8890 -3 5,289 - - - 5,289 5,949 299,006
11 R2 0.9246 -2 5,289 - - - 5,289 5,720 287,493
12 R3 0.9615 -1 5,289 - - - 5,289 5,501 276,460
13 R4 1.0000 0 5,289 - - - 5,289 5,289 265,816 評価年
14 R5 1.0400 1 5,289 - - - 5,289 5,086 255,592
15 R6 1.0816 2 5,289 - - - 5,289 4,890 245,762
16 R7 1.1249 3 5,289 - - - 5,289 4,702 236,302
17 R8 1.1699 4 5,289 - - - 5,289 4,521 227,213
18 R9 1.2167 5 5,289 - - - 5,289 4,347 218,473
19 R10 1.2653 6 5,289 - - - 5,289 4,180 210,081
20 R11 1.3159 7 5,289 - - - 5,289 4,019 202,003
21 R12 1.3686 8 5,289 - - - 5,289 3,865 194,225
22 R13 1.4233 9 5,289 - - - 5,289 3,716 186,760
23 R14 1.4802 10 5,289 - - - 5,289 3,573 179,581
24 R15 1.5395 11 5,289 - - - 5,289 3,436 172,664
25 R16 1.6010 12 5,289 - - - 5,289 3,304 166,031
26 R17 1.6651 13 5,289 - - - 5,289 3,176 159,640
27 R18 1.7317 14 5,289 - - - 5,289 3,054 153,500
28 R19 1.8009 15 5,289 - - - 5,289 2,937 147,602
29 R20 1.8730 16 5,289 - - - 5,289 2,824 141,920
30 R21 1.9479 17 5,289 - - - 5,289 2,715 136,463
31 R22 2.0258 18 5,289 - - - 5,289 2,611 131,215
32 R23 2.1068 19 5,289 - - - 5,289 2,510 126,170
33 R24 2.1911 20 5,289 - - - 5,289 2,414 121,316
34 R25 2.2788 21 5,289 - - - 5,289 2,321 116,647
35 R26 2.3699 22 5,289 - - - 5,289 2,232 112,163
36 R27 2.4647 23 5,289 - - - 5,289 2,146 107,849
37 R28 2.5633 24 5,289 - - - 5,289 2,063 103,701
38 R29 2.6658 25 5,289 - - - 5,289 1,984 99,713
39 R30 2.7725 26 5,289 - - - 5,289 1,908 95,876
40 R31 2.8834 27 5,289 - - - 5,289 1,834 92,188
41 R32 2.9987 28 5,289 - - - 5,289 1,764 88,644
42 R33 3.1187 29 5,289 - - - 5,289 1,696 85,233
43 R34 3.2434 30 5,289 - - - 5,289 1,631 81,956
44 R35 3.3731 31 5,289 - - - 5,289 1,568 78,805
45 R36 3.5081 32 5,289 - - - 5,289 1,508 75,772
46 R37 3.6484 33 5,289 - - - 5,289 1,450 72,858
47 R38 3.7943 34 5,289 - - - 5,289 1,394 70,057

185,315 9,313,632

※経過年は評価年からの年数

効果発
生割合

評
価
期
間

年
度

割引率
(１＋割引

率)
t

経
過
年

合計（総便益額）

備考

国産作物安定供給効果

割引後
効果額
合　計

新設及び機能向上分
に係る効果

計

年発生
効果額

同　左
割引後
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２．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

○対象作物
水稲、だいこん、ごぼう、かんしょ、はくさい、さといも

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額
※１

＋作付増減年効果額
※２

○年効果額の算定

新設 効果要因 生 産 物 増 加 年 効 果 額
・ 事業なかりせば 事業ありせば 増減 単 価 粗 収 益

更新
① ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

t t t 千円/t 千円 % 千円

更新 作付減 0.0 △ 13.4 △ 13.4 228 △ 3,055 1 △31

更新
単収増

（乾田化）
78.6 81.0 2.4 228 547 71 388

計 357
更新 作付減 0.0 △ 81.6 △ 81.6 72 △ 5,875 18 △1,058

更新
単収増

（湿害防止）
1,014.9 1,194.0 179.1 72 12,895 77 9,929

計 8,871
更新 作付減 0.0 106.3 106.3 206 21,898 18 3,942

更新
単収増

（湿害防止）
380.8 448.0 67.2 206 13,843 77 10,659

計 14,601
更新 作付減 0.0 △ 37.4 △ 37.4 238 △ 8,901 - -

更新
単収増

（湿害防止） 258.4 304.0 45.6 238 10,853 65 7,054

計 7,054
更新 作付減 0.0 △ 47.5 △ 47.5 47 △ 2,233 20 △447

更新
単収増

（湿害防止）
844.1 993.0 149.0 47 7,001 78 5,461

計 5,014
更新 作付減 0.0 △ 14.5 △ 14.5 335 △ 4,858 - -

更新
単収増

（湿害防止） 210.0 247.0 37.1 335 12,412 76 9,433

計 9,433

54,527 45,330

54,527 45,330

【更新】

更新

純
益
率

・農作物生産量：

・生産物単価：

作
物
名

・純益率：

「事業なかりせば」は、農業用用排水施設の機能喪失時に想定される生産量
であり、「事業ありせば」に機能喪失時の単収を考慮し算定。
「事業ありせば」は、農林水産統計による近年５か年の平均単収を基に算
定。
関係ＪＡ聞き取りによる最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した
価格。
「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等
を使用。

さ
と
い
も

　事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の農作物生
産量の比較により年効果額を算定した。

※１　単収増加年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）×
　　　　　　　　　　　　単価×単収増加の純益率
※２　作付増減年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）×
　　　　　　　　　　　　単価×作付増減の純益率

合計

農作物生産量

水
稲

だ
い
こ
ん

ご
ぼ
う

か
ん
し
ょ

は
く
さ
い
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（２）維持管理費節減効果

○効果の考え方

○対象施設
排水路

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば維持管理費－事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定
事業なかりせば

維持管理費
年効果額

① ③＝①－②
千円 千円

763 △ 410

△ 410

【更新】
・事業なかりせば維持管理費： 施設の実績維持管理費を基に施設の安全管理等に最

低限必要な維持管理費を算定。

・事業ありせば維持管理費： （最終）計画時点の般若２期土地改良事業計画書等
に記載された現況の維持管理費を基に算定。

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、維持
管理費の増減をもって年効果額を算定した。

1,173

計

区分

更新整備

②
千円

事業ありせば
維持管理費
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（３）災害防止効果

○効果の考え方

○対象資産
農作物、農地、農業用施設、農漁家、一般資産、公共土木施設

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば年被害（想定）額－事業ありせば年被害（想定）額

○年効果額の算定

44,593 825

更新

215,607

43,768

事業を実施したことで被害の防止又は軽減が図られる区域
における資産を対象に湛水シミュレーションにより事業あ
りせば想定される年被害額を推定。

215,607

公共資産
（更新）

3,662 49 3,613

・事業ありせば年被害額：

・事業なかりせば年被害額：

計 3,662 49 3,613

事業を実施したことで被害の防止又は軽減が図られる区域
における資産を対象に湛水シミュレーションにより事業な
かりせば想定される年被害額を推定。

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、災
害（洪水等）の発生に伴う農作物等の被害が防止又は軽減される年被害軽減額をもって年効果額
を算定した。

対象資産項目

合計

農業関係資産
（更新）

168,226

170,527 2,301 168,226

一般資産
（更新）

44,593 825

計 170,527 2,301

43,768計

事業なかりせば
年被害（想定）額

①
千円

事業ありせば
年被害（想定）額

年効果額

② ③＝①－②
千円 千円
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（４）国産農産物安定供給効果

○効果の考え方

○対象作物
水稲、だいこん、ごぼう、かんしょ、はくさい、さといも

○効果算定式
年効果額＝年増加粗収益額×単位食料生産額当たり効果額（原単位）

○年効果額の算定

増加
粗収益額

単位食料生産額当たり効果額
（効果額/食料生産額）

当該土地改良
事業における

効果額

① ② ③＝①×②
千円 円/千円 千円

54,527 97 5,289

5,289

　国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果であるため、一般国民に対してWTP
（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する手法である。
CVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により年効果額を算定した。

『「国産農産物安定供給効果」について（平成27年3月27日付
け農村振興局整備部長通知）』で定められた「97円/千円」を
使用した。

作物生産効果の算定過程で整理した作物生産量を基に、事業あ
りせば増加粗収益額と事業なかりせば増加粗収益額を算定し
た。

区分

更新整備

合計

・増加粗収益額：

・単位食料生産額当たり効果額：
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３．評価に使用した資料

【共通】

・

・・

・・

・

・

【費用】

・ 当該事業費に係る一般に公表されていない諸元については、愛知県農林基盤局農地整備課調べ

【便益】

・ 愛知県（平成22年）「般若２期地区土地改良事業計画書」

・ 東海農政局統計部「東海農林水産統計年報」

・ 農林水産省大臣官房統計部「平成27年農林業センサス統計書」

・

・

・ 便益算定に必要な各種諸元については、愛知県農林基盤局農地整備課調べ（令和３年度）

国土交通省 水管理・国土保全局河川計画課　治水経済調査マニュアル(案) 各種資産評価単価及びデ
フレーター（令和４年３月改正）

農林水産省農村振興局整備部(監修)［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」
大成出版社（平成27年９月５日第２版第１刷）

「土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について」の一部改正について」（令
和４年４月７日付け４農振第37号農林水産省農村振興局整備部長通知）

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け18農振第
1598号農林水産省農村振興局企画部長通知（令和４年４月１日一部改正））

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和４年４月１日付け農林水
産省農村振興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

国土交通省 水管理・国土保全局　治水経済調査マニュアル(案)（令和２年４月）

「土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について」の一部改正について」（平
成30年２月１日付け29農振第1784号農林水産省農村振興局整備部長通知）
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